
要 旨

第五次医療法改正は医療法人のあるべき姿や新たな

類型を誕生させるものとなる．①非営利性の徹底，②

公益性の確立，③効率性の向上，④透明性の確保，⑤

安定した医業経営の実現を目指した「社会医療法人」

が新たに創設される．医療法人改革の議論の推移の中

でこの社会医療法人のインセンティブは大きなもので

はなくなったかもしれない．しかし，本法人を医療提

供者のあるべき姿として捉えるべきである．今後財政

面をも含んだ医療制度改革の荒波の中で，民間病院が

自らを守り，また国や行政との協働によって活路を見

出していかざるをえないとすれば，そこでの選択肢は

自ずと見えてくるのではないだろうかと思われる．

はじめに

日本の医療を担ってきた医療法人制度は第五次医療

法改正に伴って，新しい時代に向けての新たな類型と

今後の方向性を変革させていくこととなった．

医療法改正の流れの中で，なぜ医療法人制度を変え

ていく必要があるのか，医療法人制度はどうなってい

くのか，そして，われわれ医療法人はなにを目指すべ

きなのか，を考察してみたい．

1 第五次医療法改正の目的と流れ

今回の医療法改正は，小泉内閣が進める構造改革の

大きな柱として医療提供体制と医療保険制度の両面を

同時に改革しようとするもののようだ．昨年8月の郵

政総選挙での自民党圧勝は，本来的には選挙での争点

とはならなかったはずの医療にまで「構造改革」の嵐

を吹き込んだものといえよう．

特に医療提供体制は，まず03年8月に，厚生労働

省より「医療提供体制の改革のビジョン」が策定され

た（図 1）．その後，それに沿って社会保障審議会の医

療部会が04年9月から議論を開始し，昨年12月8日

に医療提供体制に関する最終意見を取りまとめている

（図2に中間とりまとめを示す）．この中で，特に医療

法人改革は04年10月より05年7月まで厚生労働省

において「医業経営の非営利性等に関する検討会1）」

が設けられ，重点的に検討されてきている．そして，

この検討会の報告書は「医療法人制度改革の考え方～

医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の

姿～」という副題の通り，あるべき医療法人の姿とし

てまとめられている．

一方，構造改革の全体像については，05年10月19

日に厚生労働省は「医療制度構造改革試案2）」を提案

し，議論を経てから政府・与党は12月1日に「医療

制度改革大綱3）」を取りまとめている．

これら一連の改革は，医療計画の見直し，医療情報

提供の推進，医療法人制度の見直しというものを柱と

して第五次医療法改正に盛り込まれたこととなった

（図3）．
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図2 医療提供体制に関する意見中

間まとめ

社会保障審議会医療部会（2005.

8.1）のポイント

（厚生労働省医政局資料より）

図1 医療提供体制の改革ビジョン

（2003年8月厚生労働省による）

図3 医療法改正の流れとねらい



2 なぜいま医療法人制度改革なのか

表 14）に示すような考え方が厚生労働省より提示さ

れている．大きな柱は，後に詳述する法人の非営利性

の徹底と新たな公益性を高めた医療法人の創設である

といえよう．

ここで，なぜ医療法人改革かを考えた時，その議論

の場となった前述の「医業経営の非営利性等に関する

検討会」の開設時期を考えると自ずと答えが解けてく

るものと考える．

すなわち，官邸主導で設置された総合規制改革会議

が03年2月17日に設定した「規制改革推進のための

アクションプラン」における「12の重点検討事項」

の一つとしてあげられた「株式会社の医療参入」論争

と大いに関係したことは容易に想像される．まさに，

04年の暮れに，これに反対する厚生労働省・日本医

師会・各病院団体が国民を巻き込んだ反対攻勢に出た

ときであるのである．株式会社の医療参入を阻止する

ためは，医療側の非営利性を追求しなければ理論的に

矛盾が生じ，そして非営利をさらに追求していけば，

理論的に「公」との区別がつかなくなってくるのであ

る．

3 新しい医療法人制度の概要

1） 用語の整理

まず，医療法人制度を取り巻く用語の整理をしてみ

たい．

● 非営利：現行医療法（昭和25年制定）における

すべての医療法人は非営利である．したがって，

医療法人と名乗るものに営利はないのである．

●公益性：非営利とは異なる．公益性は非課税・軽

減税率の税務上の基準である．したがって，非営

利だからといって非課税・軽減税率は要求できな

い．

●収益事業：特別医療法人に認められている．利益

は「医療への再投資」に充てられ，配当すること
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表1 医療法人制度改革の考え方（概要）

～医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿～

I.社会保障制度と医療法人に求められる将来像

●健やかで安心できる生活を保障するという社会保障制度の使命を果たしながら，限られた社会保

障の財源を有効に活用するため，医療提供体制の有力な担い手として今後とも民間非営利部門の

医療法人が中心となって活躍．

●良質で効率的な医療サービスの提供とそのための効率的な医業経営の推進に関していえば，医療

法人の設置する医療機関と都道府県・市町村をはじめとした公的医療機関と違いはない．

●安易に補助金等に頼るのではなく，各自が地域で安定的・継続的に医療サービスを提供するため

に自立した医業経営の推進が必要．

II.医療法人制度をめぐる考え方の整理

1.「営利を目的としない」法人の考え方

●昭和25年の医療法人制度創設以来，医療法人は「剰余金を配当してはならない」という民間非

営利法人であり，今後ともその考え方は維持．

●一方で，制度の運用面や実体面において考え方が明確になっておらず，民間非営利部門である医

療法人に必要な規律の規定など適切な対応が必要．

2.公益性の高い医療サービスの明確化とそれを担う新たな医療法人制度の確立

● 公益性の高い医療サービスを明らかにする手順を確立する必要．

●公益性の高い医療サービスを担う医療法人内部のガバナンスの強化と情報開示の徹底を通じ，医

療法人自らが地域に積極的に地域社会に貢献できる法人制度を新たに創設．

3.今後の医療法人と医療法人を監督する都道府県との関係の見直し

●今後の都道府県の役割は自治体立病院の設置を通じた直接医療サービスを提供する役割から，医

療サービスのルールの調整，医療サービスの安全性の確保等の役割へ転換．

III.今後の医療法人制度改革に向けた新たな医業経営のあり方の確立

● 効率的な医業経営を支える人材の養成，透明性の高い医業経営を遂行するための医療法人制度の

見直し，公募債の容認・社会福祉事業など多様な事業の実施・寄附金税制や法人税制などの検討

といった基盤整備．



はない．

● 営利事業：利益（富）を出資者で分配すること

（配当）．

以上のように，禅問答の様相を呈する．しかし，こ

の用語の解釈が医療法人制度を語るときに鍵となって

くると言えよう．

2） 新しい医療法人の条件

図 45）が厚生労働省から「医業経営の非営利性等に

関する検討会」で示されている．主な点を解説し補足

してみたい．

この図は，左手が現行医療法人であり，五つの柱と

しての「垂れ幕」があり，どの垂れ幕を満たすかによ

って改正後のどの医療法人類型に属するかを示すもの

である．すなわち，①非営利性の徹底，②公益性の確

立，③効率性の向上，④透明性の確保，⑤安定した医

業経営の実現のうち，すべての医療法人が遵守すべき

いわゆる1階部分として①③④が示され，より公益性

が高い医療法人では2階部分として②⑤を要件として

加える2階建ての制度であると言ってよいだろう．

ここで，本資料が発表された時点（05年2月）で

は，新しい法人類型は「認定医療法人」とされていた

が，その後の議論で報告書では「公益性の高い医療法

人」という名称になり，さらに05年12月に起草され

た医療法改正案で「社会医療法人」と名称が変遷した．

「認定医療法人」に関しては，認定，非認定は医療

法人の構造の問題であるにもかかわらず，その表現が

質の「高い」，「低い」やいわゆる「お墨付き」と誤認

されるという反対意見があったように聞く．また，

「社会医療法人」は今後の公益性の議論の中で，公益

法人である「社会福祉法人」と対比する意味で，私見

ながらも好都合であるように思われるのである．

まず，大きな柱となる非営利性，公益性について整

理する．

① 非営利性の徹底

先に述べたように昭和25年来，医療法人は非営利

であるはずである．ここで改めて矛盾を解消したい厚

生労働省の意志が現れている．すなわち，持分のある

社団医療法人については，出資社員への配当まがいの

出資金返還は，営利事業として改めて否定するもので

ある．したがって，持分のある医療法人は何年前であ

ろうとも設立時に出資した分だけが持分とする出資額

限度法人であるべきであるとされた．しかしながら，

この事項に関しては医師団体や一部の病院団体の猛烈
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図4 医療法人制度改革の概要

（右上の「社会医療法人」と矢印は筆者による加筆）

社会医療法人



な反対によって，最終報告では今後新設される持分の

ある医療法人はすべて出資額限度法人とするものの，

既存の法人については解散時の残余財産の配分に関し

ては経過措置（ほとんど期限なし）を設けることとな

った．

また，特定医療法人（財務省認可，公益性につき軽

減税率），特別医療法人（医療法上の規定，厚生労働

大臣が認める収益事業を行える）は，もともと非営利，

出資金などすべての財産はすでに放棄済みであるため

に問題は生じないものである．

② 公益性の確立

今回の医療法のもう一つの柱である地域医療計画に

従った医療を行うことを公益性と読み替えることがで

きる．

表 26）に医療計画に位置づけられる公益性が高い医

療が例示されている．この表の最下段にあるように，

質の評価基準である，（1）構造（ストラクチャー），

（2）過程（プロセス），（3）結果（アウトカム）の三

つの角度から公益性を判断するとされ，形だけではな

く実態も評価されることになりそうである．また，著

者は厚生労働省担当官から，ここに示す以外の医療で

も，病院が行政に対して公益性を十分に説明できる医

療ならば，認めるといった内容の回答を得ている．

3） 医療法人制度に関する主な改正点

次に，医療法改正案の骨子をもとにした医療法人の

全体像を概観してみたい．

① すべての医療法人に関係するもの（いわゆる1
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表2 公益性の高い医療（活動）として医療計画に位置づけられるもの（案）

I.「公益性の高い医療（活動）」についての基本的な考え方（案）

○通常提供される医療（活動）と比較して，継続的な医療（活動）の提供に困難を伴うもの（☆）で

あるにもかかわらず，地域住民にとってなくてはならない医療（活動）．

☆継続的な医療（活動）の提供に困難を伴う事例

① 救命救急のために常時医療を提供するものであること

② 居住地域や病態の程度にかかわらず等しく医療を提供するものであること

③ 医療従事者に危害が及ぶ可能性が高いにも関わらず提供することが必要な医療であること

④ 患者や地域の医療機関に対し無償で相談助言や普及啓発を行うものであること

⑤ 高度な医療技術などの研究開発や質の高い医療従事者の養成であって科学技術の進歩に貢献す

るものであること

II.現時点で考えられる「公益性の高い医療（活動）」（案）

① 休日診療，夜間診療等の救急医療

① 周産期医療を含む小児救急医療

② へき地医療・離島医療

② 重症難病患者に対する継続的な医療

② すべての感染症に係る患者を診療する医療

② 筋萎縮性側索硬化症（ALS）など継続的な在宅療養を必要とする患者に対する医療や当該患者

の療養環境の向上を図る活動

③ 災害など緊急時に対応する医療（災害医療）

③ 精神救急医療

③ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律に基づく指定医療

機関が行う医療

④ 患者を早期に社会復帰に結びつける医療連携に関する活動

④ 医療安全及び疾病予防に関する先進的な活動であって，患者や地域の医療機関に対し無償で相談

助言や普及啓発を行う活動

⑤ 質の高い医療従事者の確保・養成に関する活動

⑤ 高度な医療技術を利用した研究開発であって，患者や地域の医療機関に対し当該研究結果情報を

無償で提供する活動

⑤ 治療との有機的な連携による治験（活動）

これらの医療（活動）について，（1）構造（ストラクチャー），（2）過程（プロセス），（3）結果（ア

ウトカム）の3つの角度から公益性を判断する基準を作成する．



階部分）

●従来は医療法上，医療法人の定義がなかった「地

域において安定的・継続的に医業を行うことを目

的として設立された法人」と定義する．

●同様に医療法人の理念を謳う

「医療の主たる担い手としてふさわしい事業を

確実，効果的かつ適正に行うため，自主的にその

経営基盤の強化を図るとともに，その提供する福

祉サービスの質の向上及び事業経営の透明性を図

らなければならない．」（社会福祉法24条と社会

福祉法人の条文準拠）

さらに，これに加えて，理念として特定の個人

団体への「便宜供与はあってはいけない」旨の社

会への医療サービスの還元を狙う文面を追加する．

●運営について

「自ら設置し，自ら運営」が原則であるが，「医

療法人は公的病院の運営を担うことができる」を

医療法上，明確に規定．

●医療法人業務

医療法人の付帯業務に追加

ａ.有料老人ホーム（老人福祉法に基づく）

ｂ.第2種社会福祉事業

ｃ.ケアハウス

●医療法人のガバナンス

ａ.社団医療法人

社員総会を医療法で規定．法律上も社員1人1

票を規定．

ｂ.財団医療法人

評議委員会を医療法で規定．民法61条の理事

長による総会召集権（必要な時，総社員の 1/5

の請求で対応）を医療法上で規定．

●理事・監事の任期

従来任期規定なし．2年任期で再任を妨げない

形に．

●理事会について

医療法ではモデル定款のみだったが，理事会の

業務，機能を法律に条文化．

●報告書類について

年度終了3カ月以内に，財産目録，貸借対照表，

損益計算書，定款，役員名簿，関係のある株式会

社名を都道府県へ報告．これら書類は，医療法人

の業務を妨げない限り閲覧請求に応える．

② 公益性の高い医療法人のみに関係するもの（い

わゆる2階部分）

●役員の中の親族

特定医療法人同様，役員総数の 1/3を越えな

いこと．

●医療計画への参画

「都道府県が作成する医療計画に記載された医

療を担わなければならない」

担っているかどうかは，都道府県が医療審議会

の意見を聞いた上で承認．

●解散時

「国，地方公共団体，または他の公益性の高い

医療法人に帰属」を定款に記載．

● 現行の役職員の3,600万円の上限要件，差額ベッ

ド要件は外す．

●追加付帯業務

上記の一般の医療法人に加え，第一種社会福祉

事業（特別養護老人ホームをのぞく）．

●債券発行可能

●二つ以上の都道府県にまたがる場合

所管は厚生労働大臣であるが，各々の都道府県

で公益性が認められてはじめて認可．

●報告書類

上記の一般の医療法人に加え，事業報告書，役

員の報酬支給規定．

●監査

一定規模以上（政令で定める;公益法人改革で

の税の優遇措置と関係）では，公認会計士または

監査法人の監査．

●理事長要件

医師または歯科医師でないものであっても就任

できる．

●罰則

県知事は，医療審議会の意見を聞いた上で，承

認の取り消し，業務の停止命令を出すことができ

る．

4 今回の医療法人制度改革の問題点

さまざまな問題点が指摘されるが2点について私見

を述べたい．

まず，第一の問題点は先にも述べた通り，医療法人

の非営利性に関して持分のある社団を当面の間の既得
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権として残した点であると考える．多分に医療提供側

の責任が大きいわけであるが，今後この点を突かれて

株式会社の医療参入論争が再燃する可能性があると考

える．

次に，新しい医療法人である社会医療法人のインセ

ンティブの問題である．特に税制の問題は，今回の改

革を主管する厚生労働省医政局を離れ，財務省，公益

法人改革，あるいは与党税制改正大綱の問題であり，

全体の税制改正論議の中で，社会医療法人の問題のみ

を先行させるに足りる意義付けは難しいと思われるの

である．したがって，これらの問題が政治日程上，06

年度に論議される予定であるので07年にならないと

税制の問題は解決しないと思われるのである．

これにより，医療法上の特別医療法人は改正医療法

の施行とともに，社会医療法人に移行するか，一般医

療法人に戻るかという選択になり，そこには特定医療

法人同様の軽減税率や非課税という恩典は少なくとも

07年までは期待できないと考える．また，従来の特

定医療法人は税制，公益法人改革まではそのまま残る

というのが現実的であると考えられるのである．すな

わち，特別医療法人がより公益性や透明性を厳しくさ

れて社会医療法人となり，特定医療法人はそのまま残

るのではないかということである．

とすると，問題は税制上の優遇をはずされた社会医

療法人のインセンティブはなにかということに帰結す

る．公益性から公的医療機関の受け皿と位置付けられ

るも，今医療法では，一般の医療法人にまでも「医療

法人は公的病院の運営を担うことができる」が付き

「社会医療法人でなければならない」理由とはならな

くなった．また，透明性から債権（公募債）発行が可

能であることが唱えられているものの，すでに資金調

達スキームの中で，社会医療法人誕生前に債券発行が

現実に行われている事実が存在してしまっているので

ある．

このように社会医療法人移行のインセンティブが，

議論の段階から実際の法案の段階へと変遷していく中

で，薄れていったのが現実であるといえるのである．

5 今後に向けての考え方

いわゆる損得勘定からすると，今回の医療法改正に

伴う社会医療法人は地域医療計画に基づく医療の提供

者の資格以外大きなメリットはないと考える．それす

らも，従来から公益とされる公的病院，準公的病院に

並ぶことができるか，未だそれ以下かといった位置付

けかもしれない．

しかし，われわれ民間病院が公的病院との間で補助

金などの配分や地域医療計画の中での積極的なかかわ

りにイコール・フッティングを求めていくのならば，

まず公以上に医療提供者のあるべき姿を求めていかな

ければならないのではないだろうか．

そのような意味から，今後財政面をも含んだ医療制

度の改革の荒波の中で，民間病院が自らを守り，また

国や行政との協働によって活路を見出していかざるを

えないとすれば，そこでの選択肢は自ずと見えてくる

のではないだろうかと思えてならないのである．
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